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東日本大震災では、「女性被災者支援」が注目を集めた。災害の
大きさに隠れ、女性など声の小さな層が置き去りにされ、それが
復興後の格差・貧困につながるおそれがあることが、女性支援グ
ループの活動によって浮かび上がったからだ。背景には、女性に
とどまらず、社会的少数派への平時の排除が増幅された結果とし
ての被災下の排除がある。本論では、女性被災者への聞き取りを
もとに、被災下での社会的少数派の排除について考えて行きたい。
── 被災下のジェンダーギャップ
震災から約 1カ月後の福島県郡山市内で、被災して逃げまどっているうちに仕事を失っ
たと言う女性と会った。震災の時期と年度末の雇用契約期限が重なり、十分な労使交渉も
なしに雇い止めの通知が来たという。
被災下で雇い止めにあった臨時保育士たちは例年の倍にのぼり、前年までは契約終了 1
週間前には届いていた通知が、今回は 3 日前にずれこんだ。被災下で雇用の確保が必要、
と言われていた時期にもかかわらず、年度末だからと機械的に、例年以上に多くの雇用が
打ち切られたことについて、女性は「役所は、被災下の雇用創出と旗を振るが、女の仕事
は雇用ではないのか」と憤る。
2012年発表の総務省の労働力調査では、働く女性のうち非正規労働者は54％と過去最高
を記録した。震災から 3カ月後の2011年 6月に日本弁護士連合会が開いた「雇用における
ジェンダー平等の実現に向けて～パートタイム労働法・有期労働法制を中心に」の集会で
も、被災地外のサービス産業で、景気の先行き不安を理由に百人規模でパートが雇い止め
を通告された、という労働相談があったと報告されている。
解雇ばかりではない。被災地では多くの企業が津波などで壊滅し、仕事がみつからない
女性被災者からは「心のケアより仕事がほしい」との声も上がっていた。
6月に訪れた宮城県で40代の女性と出会った。彼女は被災前、自営業の両親と同居して、
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家業を手伝っていた。だが、津波で両親は行方がわからなくなり、女性自身も、がれきの
中から救い出されて避難所に入った。避難所から仮設住宅に移ることはできた。避難所で
は食料などが無料で支給されたが、仮設住宅に移ると、自力で生活費を稼がなければなら
ない。だが、ハローワークの求人票はどれも、建設関係やがれきの片付けなどの肉体労働
で、女性が自立できそうな安定雇用は、ゼロだった。
震災直後は、建設関係を中心にした復興需要は盛り上がりがちだが、ここでは、男性は
吸収できても、女性は吸収されにくい。そんな中、被災 3県の失業手当受給者は、震災前
の昨年 2月は男性約 1万4500人、女性約 1万5000人だったが、震災後は女性が特に大きく
増え、ピークの同 6月には男性より約 1万人多い約 4万5000人、12月末時点で女性は男性
の1.4倍になった。
2011年11月30日付朝日新聞朝刊では、家族の世話で長時間働けないことが、女性の仕事
の選択の幅を狭めていること、夫が仕事探しのため数少ない車を使ってしまうため仕事探
しに出られないことなどが指摘されている。男性に扶養されていれば困らないはず、とい
う前提のもとで行われることの多かった平時の雇用政策が、被災下での男女の雇用格差を
も生んだといえる。
失業率がピークに達した時期の2011年 6月には、『毎日新聞』は、仙台市青葉区で被災し
た女性（39）に売春をさせていたとして、東京都江戸川区のバーの経営者が売春防止法違
反で逮捕されたと報じた（同月 3日付夕刊）。記事によると、女性は自宅の家具の修理など
で貯金を使い果たし、勤務先の工場も被災して失業し、4月下旬に東京へ出てきた。仙台
で仕事が見つからず、携帯電話のサイトで店を知って、上京したという。女性の失業の見
えにくさが、性産業に女性を追い込んでいく構図が浮かぶ。
── のしかかる「見えない労働」
被災下では、家庭でのケア労働ものしかかっていた。福島県内の大手電機メーカー子会
社で事務職として働く50代の女性は、故郷の町が原発事故で警戒区域になり、近隣の介護
施設から実母と親戚の高齢者が、行き場をなくして彼女の家に避難してきた。朝 9時から
夕方 5時までのフルタイムの仕事に、2人の高齢者の介護が加わった。夫は病身で、家計
は彼女の働きにかかっている。会社の仕事を時間までに片づけ、自宅へ駆けもどって 2人
の高齢者を介護する。介護で眠れない夜もある。そんな体で、朝は家族の食事を用意し、
また職場へ出かける。だが、悩みを聞いてくれる窓口は、なかった。「避難してきた多数の
親戚の介護や家事負担が女性の肩にかかっているのに、女性の奉仕は当然とされ、声を届
ける場がない」という。
平時のジェンダー格差が生んだ問題点は、避難所でも見られた。
ある避難所では、女性だけに炊事当番が割り当てられ、朝 5時に起きて朝食、さらに昼
食、夕食と、約百人分を連日作り続け、疲れ果てた。男性が外へ働きに行き賃金を稼いで
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くる間、避難所で無償の食事作りを担当し、仮設へ移るための資金を稼げない状態に苛立
つ声もあったが、避難所のリーダーは男性ばかりで、こうした声が届きにくかったとの指
摘もある。
被災からしばらくたっても、避難所には間仕切りができず、プライバシースペースがな
いため男性が頻繁に通る横で、毛布を頭からかぶって着替えをしたり、胸を隠しながら壁
を向いて授乳したりする女性たちも頻繁に見られた。宮城県内では、避難所のリーダーの
男性が、「ここにいる者はみな家族。間仕切りなどという水臭いものは使わなくていいです
よね」と呼びかけ、間仕切りがほしいと思った女性は言い出しかねて居心地が悪いまま過
ごさなければならなかったという例も聞かれた。
震災直後に政府が立ち上げた「東日本大震災復興構想会議」でも、女性委員は脚本家の
内館牧子氏 1人で、被災 3県の復興会議でも、女性の参加者は極めて少ない。2011年11月
29日付「公明新聞」は、公明党女性防災会議が同年10月時点で、被災 3県を除く18都道府
県、640市区町村の防災部局担当者に対して行った聞き取り調査の結果を掲載している。こ
の調査では、地方防災会議に女性が登用されていない割合は44％と半数近くを、女性委員
の割合も、0％～ 5％未満の会議が 3分の 2を占めることがわかった。避難所の設備・運
営に女性の視点や子育てニーズを反映させているかどうかに対しても、47.3％が「いいえ」
と答えている。
民間団体「世界経済フォーラム」が、意思決定への参加度の男女の平等度を測るため発
表している「男女格差指数（GGI）」ランキングで、2012年、日本は135カ国中101位にとど
まるなど、低位横ばいが続いている。そんな状況が、防災政策にも影を落としているとい
える。
── 他の社会的少数者の排除
実は、被災下の社会的少数派の排除は、女性だけにとどまらない。福島県会津地方で農
業を営む女性のもとには、原発事故が起きてから多数の親類が避難してきた。会津は原発
や震災の影響が比較的軽かったうえ、農家は間取りが広く、多数が収容可能だったためだ。
避難してきた若者同士が部屋の隅で交わしていた会話に、女性は愕然とした。「福島出身だ
とわかったら、（放射能の影響を受けたものとして）偏見の目で見られるかもしれないので、
4月からの大学進学のため、新潟の親戚の家に本籍を移そう」という声や、「もう、福島県
人は福島県人同士でしか結婚できなくなるかなあ」との声が聞こえてきたからだ。女性は、
「郷里に誇りを持てと教えてきたのに、それを隠さなければならないことになるとは」と言
う。
広島、長崎の被爆者への差別に対し、日本社会では、被ばくに対する正確な知識に基づ
いた、人権に配慮した教育が系統的には行われてこなかった。その結果、被爆者への理不
尽な排除が、福島での原発事故で繰り返されることになった。
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一方、DPI女性障害者ネットワークの瀬山紀子は、障害がある被災者の多くが避難所に行
くことができず、半壊の家にとどまったり、本人の意思と関係なく避難所に指定された施
設に移送されたりしていた事実を報告している。在宅避難については、健常者からも、救
援物資の配給から取り残されるなどの極端な不利益をこうむったとの証言が上がっている。
例外とされる選択をしたとたん、支援から取り残される事態が、さまざまな面で起きてい
たことがわかる。また、瀬山は、原発事故の周辺地域では、避難できずにとどまっている
障害者や高齢者に対し、医療・福祉サービスが停止され、現在でも介助者不足が続いてい
るとも述べている。
障害者や高齢者の介助は、家庭の女性の介助に任されている場合が多い。原発事故での
子供の避難の遅れも含め、ケア担当者とされた女性の発言力の低さが、介助される側への
公的支援の手薄さに拍車をかけていると見ることもできる。
セクシュアル・マイノリティの被災者についても、ゲイジャパンニュース共同代表の山
下梓は、平時の生きづらさの被災下での増幅について述べている。山下は、避難所生活を
経験したり、家族を失ったり、仮設住宅を経験したりしたLGBT（レズビアン、ゲイ、バイセ
クシュアル、トランスジェンダー）が表面化していない事実を挙げ、「震災以前から、（中略）
LGBTであることが周囲に知られたら、家族や友人から拒絶されたり、仕事や住む場を失っ
たり、地域から孤立・排除されるのを恐れて、自分が何者であるかということの一部を懸
命に隠して生活せざるを得ない状況があった」として、被災下でのカミングアウトの難し
さについて推測している。
また、被災した外国籍住民の支援にあたった人材育成コンサルタントの辛淑玉は、言語
の壁で避難から取り残されたという外国籍女性の体験を紹介している。辛によれば、震災
後に「中国人が自衛官を殺している」「朝鮮人が警察官を殺している」とのデマも飛び交い、
避難所にいる中国人、朝鮮・韓国人は隅で小さくなっていたという。
──「型から外れた層」への冷酷さ
このような、日常の差別意識の露呈や、「型から外れた層」を「存在しない被災者」とし
て扱う傾向の背景には、「救済すべき型」の家族（＝男性世帯主とこれに尽くして家庭内で無
償労働を引き受ける女性）を想定し、健常男性の長時間労働に扶養された女性の無償労働に
より福祉費用を節約し、公共事業などの企業の成長に公的資金を回すことで成長してきた
日本社会の成功イメージがある。
1979年に自民党福祉部会が公表した「日本型福祉社会構想」は、日本の福祉の担い手は
家庭とし、これを企業が支援し、家庭によって救済されない例外的な層だけに公的福祉を
適用するとしている。こうした政策の受け皿となるモデル家族からこぼれた人々は「存在
しないもの」として片隅に追いやられ、災害でも支援を受けにくい層であり続けた。
たとえば、遺族への災害弔慰金は、死亡者が生計を維持していた場合には500万円が支給
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されるが、その他は半額となる。その結果、妻の年収が103万円を超えると扶養とみなされ
ず、働く女性被災者には不利となる。また、被災者生活再建支援法では、支援金は世帯主
に支給されることになっているため、1995年の阪神大震災では、被災時に世帯主だった女
性が、その後被災しなかった男性と結婚し、世帯主でなくなった結果、支援金を受給でき
ないとされた例も起きている。
その裏返しとして、住宅ローンを弁済するための保険は男性世帯主に掛けることが多い
ため、災害で夫を失った母子家庭は住宅ローンが弁済され、父子家庭は、崩壊した住宅の
ローンを背負い続けなければならないという事態も起きている。
災害支援についての関連機関が集まった国連機関などがつくる「関係機関常任委員会
（ＩＡＳＣ）」の「自然災害発生時の被災者保護に関する運用ガイドライン」では、人道的災
害支援として、性別や人種にかかわらず、多様な支援を行う必要性を規定している。今回
の震災でクローズアップされた「女性の視点からの災害支援」とは、その意味で、女性に
とどまらず、社会の不均衡の中で権利を主張できにくい立場に置かれた層が権利を主張で
きるよう多様な支援を行うことでもある。女性支援とは、人権に根差した多様な支援への
入り口であり、通り道とも言える。復興とは、このように震災によってあぶり出された社
会的排除から目をそらさず、これを是正していく動きであり、単に「元に戻す」ことでは
ないことを、広く共有していく必要がある。
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